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公的賃貸集合住宅における所有者と居住者の管理分担
一一集合住宅の管理における居住者担当行為に関する研究一一
斉藤広子 ・梶浦恒男
The study on the allotment of the management role between the owner 
and inhabitants in the public rental apartment housings 
HIRO KO SAITO and TSUNEO KAJIU RA 
1.はじめに
1 -1.本研究の背景と目的
現在，都市では地価の高勝等による土地の有効利用の
必要性や建物の不燃化対策等が作用し，鉄筋 ・鉄骨コン
クリート造の集合住宅が増加している。その所有形態は
借家のみでな く， 持家という形でも増加している。
この持家形態の集合住宅の犠合は，複数の所有者が建
物等を区分所有し，所有者全員で共同で管理を行うこと
になっている。しかしながら，複数の所有者が存在する
と，その所有者間での合愈形成等が難しく，共同管理は
困難性の高いものになっている。特に.共同管理を困難
にしている大きな要因として， i所有者が住戸を自ら利
用せず賃貸にするという現象 (r賃貸化J)Jがある。こ
の織な状況が生じるのは，各住戸の所有者が住戸を自由
に賃貸できる権利を持っているからであるが，このよう
に「持家型」住宅から所有者が不在になり，賃借入が住
むと言う現象が起こると，所有と利用の分離がおこり.
持家型集合住宅(分譲マンション等)の共同管理がより
一層困難になってくる。このような状況に対し，実際の
管理運営の中で，住宅から不在になっている所有者に代
わって，実際に住宅に住んでいる居住者である賃借入が
管理に参加するという傾向がみられる。
一方，賃貸住宅の場合は通常はほとんどの居住者が所
有権を持たない賃借入である。この場合でも賃借入は従
来から何等かの形で管理に多加している。また最近では
あらためて，賃貸住宅における居住者の管理参加が注目
されてきている。それは一つには「需要者容加けによる
住宅の質の向上」という視点によるものである。つまり，
居住者が管理活動に参加することをつうじて住宅や住宅
を含む環境やコミュニティ形成の向上に貢献することに
注目したもので，その例としてイギリスの管浬コーポラ
ティプ等が研究されている')。 これによると，管理コー
ポラティブ方式をとっている賃貸住宅では，居住者が入
居者の選定，家賃の徴収，修繕などを実施している。そ
して，このような居住者参加型の管理方法を実施するこ
とで，環境の改善や居住者間のコミュニティ形成等の点
で長所がみられ，同時に経営的利点もみられている。ま
た，我が国においても公的賃貸住宅の管理主体である自
治体が，住宅への需要者参加の一環として，住宅管理へ
の居住者参加を検討しだしている九 このような動きの
ある一方で，実際の住宅管理の現織において，従来から
とられてきた「居住者参加」方式の管理制度が，入居者
層の変化から困難になっている。そのため，i管盟への
居住者参加方式の見直し」といった課題も生れてきてい
る・》。
このような管理への居住者の係わり方が注目されてい
るが，集合住宅における管理への居住者の役割について，
例えば分譲マンションにあっては，区分所有法で区分所
有者以外の住戸占有者(賃借入等)の管理，利用に対す
る義務および権利(集会参加による意見陳情権)を認め
ている。また，建築基準法第8条は占有者(賃借入等)
にも建物の維持保全義務の存在することを規定しており，
このような法律においても明確化されている。しかしな
がら，実際に管理を行っていく上で，居住者がどのよう
に管理に係わっていけばよいのか，その参加の方法やそ
の論理が十分に検討されていないのが現状である。
しかし，集合住宅の管理システムのあり方を考えるう
えで，賃貸住宅や分譲住宅でも所有者と居住者の分隊が
進んでいることを考えると 所有者と居住者がどのよう
に管理行為の分担を行うべきか，居住者の係わる管理行
為は何かを明らかにし，分担の論理を明らかにする必要
??? ， ? 、
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がある。本研究は以上のような課題にこたえようとして
いる。
一般的に，住宅という財は公共財的性格を有するとも
に，私的財としての性格を併せて持っている。この私的
財としての性格とは，住宅が日常的な生活財であること
による。そのために住宅の管理は居住(使用)者がその
使用に併せて実施していく必要がある。住宅とは人間が
24時間連続して，また数年にわたる長期間の使用を行う
という継続的長期的使用性があり，同時に居住世帯とい
う特定の人々による排他性，独占的使用性を有している。
これは賃貸住宅(借家)においても持家と問機に存在す
る性格である。このような性格から住宅は生活のなかで
管理を行う必要があり，居住者がたとえ所有者でなくて
も管理に係わることがもとめられてくるのである。
これに関して，例えば神谷宏治氏は「住宅の状態，生
活の便，不便を一番良く知っているのは居住者でありJ'>
そのために「居住者が何等かの自主性がなければ住環境
の維持，保全や日常生活の快適性を持続するのは困難で
ある」叫と述べている。また，集合住宅地の管理に関し
て西村一郎氏は 「管理責任は第一義的にはその住宅の所
有者にあるといえるが，尚，居住者も自治会等を通じて
何等かの形で管理業務，行為に係わらざるをえない函，
すなわち，共同管理的側面を有しているJ'>と指摘して
いる。
本論の研究目的は以上に述べた，使用 ・利用から求め
られる管理の性格に係わるもので，住宅管理における所
有者と居住者の管理の役割，管理分担を考察することに
ある。このような管理分担を考察する課題は，住宅，特
に集合住宅の管理に望ましい管理システムを考えるため
に基礎的に求められることであり，集合住宅管理研究の
中で，管理形態論に位置付けられる課題であるといえる。
本研究の課題は言い換えると住宅管理の「所有に係わ
る部分」と「利用に係わる部分」を明らかにすることを
目的としているが，所有者が行っている管理行為が前者
で，居住者(賃借入等)が行っている管理行為が後者で
あると単純には分離することができない。なぜならば管
理行為の分担はその行為の性格によっても決まるが，他
の要因も作用するからである。そこで，管理行為の分担
の現状とそのような分担を生みだす要因を明らかにする
ことがまず必要である。次に要因閣の相互作用の中で分
鎚の現状がつくられる理由とその論理を明らかにし，管
理行為分担の構造が明らかにされることが必要となって
くる。本研究は，このような課題を実態調査を通じて明
らかlこしようとしている。
1 -2.研究の方法
( 2 ) 
①研究の視点
本研究は集合住宅の管理行為を担当者に注目して所有
者と居住者の管理分担状況を分析するものである。集合
住宅の管理行為をあつかった研究はいくつかある叫。 こ
れらの研究で明らかにされている点で，本研究において
注目されるのは，集合住宅の管理行為には三つの側面，
つまり運営(経営〉管理的側面，維持管理的側面.生活
管理的側面があるという指摘である。
運営管理的行為とは賃貸住宅にあっては入居者の決定，
家賃の決定，管理の方針の決定等のマネージメント的行
為である。維持管理的行為とは建物や設備の修繕や保守，
点検等の物のメンテナンス的行為である。また，生活管
理的行為とは集合住宅における共同生活上のトラブルや
迷惑行為を予防し，快適な近隣生活を生みだしていくた
めの生活上のコントロールや，より充実した共同生活を
生みだすための行為である。
また，集合住宅の管理行為には判断・責任をともなう
函の多い行為とそうでない行為があり，三側面のうち，
運営管理的行為には判断 ・責任をともなう面が多いとい
う指摘がある叫。
これらの管理行為のうち，所有に係わる部分というの
は財としての集合住宅の管理，即ち管財的な部分と，居
住者に居住空間を提供する受任から求められる経営方針
の責任を負う部分という考えが成り立つ。一方，利用
(居住)に係わる部分というのは，住宅を利用すること
によって生まれる諸問題を処理することに関連する管理
行為部分とみれる。
以上のような点を考えると， 一つの仮説として，運営
管理的行為と維持管理的行為は所有に係わりが強<"所
有者の責任で行うものであり，生活管理的行為は利用に
係わりが強く， 居住者の責任で処理すべきものという考
えが成り立つ(表1)。
表1 本研究における管理行為担当者の仮説
長諒---喧三 所有者 居住者
運営管理的行為 。 織 l
維持管理的行為 。 * 2 
生活管理的行為 * 3 。
ところが，所有者と居住者の行為分担の実態は必ずし
もこの通りに行われていない。すなわち，表 1の*1 ， 
* 2， * 3にあてはまる行為が実際にはみられることが
ある。それはどのような行為で，その理由は何であるか
を供給主体(所有者)ヒヤリングと各団地の実態調査を
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通じて検討していくこととする。
②管理行為の設定と担当者の定義
管理行為とは住宅そのもの(専用部分，共用部分，設
備等)，住宅まわりの空間(共用庭，子供の遊び場，緑
地等)，共同生活を行っていくのに必要な共用施設(駐
車場，集会所，自転車誼場等)等が建設されたあとから
それがなくなるまでの過程になされる行為であり，そこ
での生活上必要な生活サービス的行為(防火防犯防災対
策，生活ルールの執行，コミュニティ活動等)も含める
ものである。
本研究では，管理行為として，表7に示す64項目を設
定した。これらの行為を関連のあるものをまとめて， 1 
の管理項目に分類している。
管理行為の担当者を次のように定める。担当者といっ
た場合は，管理を行っていく責任がある責任的担当者と
実際に業務を担当する実施的担当者がある。ここではま
ず，設定した各管理行為の実施的担当者を明らかにして
いく。ただし，本研究の目的からして所有者と居住者の
担当範囲を見るのであるから，これら以外の第三者が両
者から依頼を受けて代わりに実施的担当者となっている
場合(例えば，委託業者による修繕施工)には，その第
三者に依頼した責任的担当者を行為担当者とした。
③研究の対象
研究対象は所有者と利用者が異なっている賃貸住宅で，
共同管理行為のより多く存在する集合住宅を取上げた。
集合住宅の中でも公的な賃貸集合住宅を取り扱うのは，
公的供給主体は供給量が多く，管理制度に統一性と論理
性が求められると考えられるからである。同じ賃貸住宅
でも民間賃貸住宅では公的賃貸住宅とは異なる分担がな
されていると考えられる。その違いはおそらく所有者
(家主)の公共的性格が作用するか否かによると見られ
るが，本研究ではその部分は級わず，今後の課題として
残すことにする。
公的賃貸集合住宅を研究対象としたが，それらのなか
でも管理分担を基本的に定めるものとして所有者(住宅
供給主体でありかっ家主)の条件と居住者(賃借入とそ
の集団)の条件がある。これらの違いが明らかになるよ
うに，調査対象を10供給主体(家主)とした。さらに，
同じ供給主体の集合住宅でも居住者の条件匂?担力量等)
による違いがわかるように，対象として1集合住宅団地
を取上げた。
④調査の方法
調査として 「制度」と 「実態」を調べた。その理由は，
制度として決ま っていても実態が異なる場合があり，か
っ制度で決まっていなくても実際には誰かが担当してい
( 3 )
ることがあると考えられる。その理由を明らかにしてい
くために次の2つの調査を行った。
0供給主体ヒヤリング調査
「管理制度としての管理行為の担当者」を明らかにす
るために，供給主体(所有者〉ヒヤリング調査を行った。
ヒヤリングを行った供給主体は以下のとおりである。
-対象住宅と供給主体
公団住宅;住宅・都市整備公団
公社住宅;地方住宅供給公社 (東京都，神奈川県，大阪
府，大阪市)
公営住宅，地方自治体(東京都，神奈川県，横浜市，大
阪府，大阪市)
O団地自治会ヒヤリング調査
次に 「実態としての管理行為の担当者」を把握するた
めに，団地自治会に居住者参加状況をヒヤリング調査し
fこ。
対象団地の設定は，居住者の制度上の担当行為に違い
がみられる供給主体の複数団地を対象とした。それは，
管理制度上の居住者担当行為の相違がどのように実際の
担当状況の相違を生みだしているかを把握するためであ
る。また，地域的な格差を避けるために，対象を大阪府
下に限り ，1.制度上，ほとんど居住者担当の行為がな
い公団供給の住宅 2制度上，一部の行為が居住者担
当になっている大阪府公社供給の住宅 3.制度上多く
の行為が居住者担当になっている大阪府営の住宅である。
具体的なヒヤリング対象団地を選定するには，自治会の
連絡協議会(自治協)に，活動の活発な団地自治会を紹
介してもらい，その自治会を含めるようにした。活動の
活発な自治会を選定した理由は参加理由等を把握するに
は参加状況が多いところを含める必要があるからである。
ヒヤリングは団地自治会役員に対して行った。対象団地
は公団住宅(5)，公社住宅(2)，公営住宅(4)である。調査対
象団地の概要は表2である。調査はいずれも1988年8月
から12月に実施した。
1.所有者と居住者の管理分担
2 -1.管理体制
管理行為の分担をみるにあって，まず管理体制につい
てみておく。
①現状の管理体制
ヒヤリングを行った各供給主体の供給概要は表3で，
管理体制は表4である。各供給主体の管理体制について
大きく違いが見られるのは 1つは外郭団体的管理組織
への委託の仕方の違いで，もう 1つは現地における体制
の違いである。
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表2 自治会ヒヤリ ング鯛査対象団地の概要
1)建省前34年 2)駐車喝運営周の専従者
供給主体 公団 公団 公団 公団 公団 公社 公社 公営 公営 公営 公営
住所 富田'*市寺地台 埋市三国'丘 大阪市西区 高槻市牧田町 大阪市淀川区 高槻市登町 高槻市住本町 甥市金岡東 大阪市生野区 堺市富国町 大里市北新町
建.年度(昭和) 43年 31年 39年 46-48年 34年 45年 48年 45年 47年 42年 62年。
棟数/戸数 l抱擁旺削戸 30棟ωOp 1!車112戸 m車2580.戸 29擁 1185戸 12棟 460戸 16棟 570戸 26棟 958戸 1棟 97戸 30棟 2179戸 5棟 286戸
階数 5階 4. 5階 9階 5階 5階 5階 5階 5階 7階 5階 5階
間取り 2Il{，3K，3Il{ 2K，2DK 1K，IDK，2K 32kDoK3DIK LOK， 1DK，2DK 3DK 3K 2DK，3DK 3DK 2DK 3DK，4DK 
管理事務所 あり あり なし あり あり あり あり なし なし なし なし
管理人 主任週3回 主任週2回 L、1.¥、 主任週1固 主任週1回 専任管理人l専任管理人1
事務員常駐2事獅員常駐2いない 事2時員常駐1 補助管理人l
.ー.・....ーー -ー・_.._・ーー ・ーー・. -・・・・....-・ー・ー ・ー・...-ー・・・・・..............・・・. .ー・・・・ー・・ー -・.司..・-・ー 一..ー..‘・ー・ .ー....・・....・ー・ 4・・+・・‘
連絡員 連絡員 13連絡員 2 連絡員 1 連絡員 4 連絡員 3 連絡員 5 連絡員 I 連絡員 1 連絡員 2 
自治会の&宜年 43年 48年 53年 47年 例年 45年 48年 45年 48年 42年 62年"
自治会加入率 9396 7096 7096 8596 10096 10096 1∞% 10096 l∞% 10096 10096 
自治会&立動膿 住環境の改善 車置問題への 団地が禿られ 環境問題への 環境問.への 強制 強制 管理人が 管理人が 幼稚園建役 町内会
要求から 対応 ると聞いて 取組みのため 取組品のため 音頭をとうて 音頭をとラて 運動から として
自治会専従者 あり{毎日l人)あり(週3目l人) なし あり(晦日2人) なし なし なし あり" なし あり(平日1人)なし
自治会事務所 あり あり なし あり あり あり あり あり なし あり なし
市から借用 業者の倉庫 集会所由ー部 聾金所由}部 聾会所の一部 集会所目ー部 集会所由ー部 集会所のー部
管理制度 日常管理行為町内、所有者から居住者の書加が制度的に認められているの 共益費と駐車場運営1自治会 共益費1所有者に支払勺ている。清掃1居住者で行う。
の特徴 1所有者に支払勺ている共益費由連宮に関して意見を曹うことである 集会所の連宮1管理人と協力 聾会所の運営は自治会で、駐車場は建股から自治会で行う.
表3 ヒヤリ ング調査対象供給主体の賃貸住宅供給量
住宅・都市 東京都住宅 神奈川県 大阪府住宅 大阪市住宅
護側公団 供給公社 住宅供給公社 供給公社 供給公社
68，5 6.0 l.4 2.3 0，2 
万戸 万戸 万戸 万戸 万戸
(561.3現在) (S61.3現在)。63.12現在)(S63，8現在) (562.3現在)
A，外郭団体的管理組織への委託状況(表5)
委託の仕方は大きく 4つに分類できる。まず第ーに管
理業務の多くを外郭団体に委託している神奈川県公社，
東京都営，神奈川県営である。東京都公社では高層の住
宅のみ民間管理会社に委託している。第二に管理業務の
一部を外郭団体的組織に委託し，供給主体(所有者)と
業務を分担している大阪府営，大阪市営である。第三に
は委託先ではないが，多くの業務を特定の業者に鵠負わ
せている公団がある。第四として外郭団体的組織に管理
業務を委託をしていない横浜市営，東京都公社(高層を
除く).大阪府公社，大阪市公社がある。
委託されやすい業務を見てみると，現地での対応が必
要である 「駐車場の運営Jr織修関連業務Jr申鶏2書類の
受付J，一時的に作業量が多くなる「入居募集事務J.設
備の保守点検業者への連絡をする「設備の点検手配Jで
ある。
また，これらの委託状況は供給主体の供給量が多い場
合や供給地域が広い場合に多くなっている。それは所有
者自らが現地での管理業務に対応していくことが困難に
なるからである。また，閉じ供給主体でも管理対象団地
東京都 神奈川県 横浜市 大阪府 大阪市
2l.8 4.5 2.0 12.5 8，5 
万戸 万戸 万戸 万戸 万戸
(563.3現在)(563.12現在〉 (563.12現在)(563.3現在) (563.8現在)
が高層でエレベータ一等がある場合に民間管理会社に委
託される場合がある。これはエレベータ一等の設備の点
検や監視を業者に委託することが必要で，他の業務も併
せて委託している場合である。このような建物条件(物
理的条件〉に応じても管理委託の状況が決められている。
8，現地の管理体制
供給主体の管理部から各団地の現地に至るまでのシス
テムは大きく 2つのタイプがある。 lつは「営業所型」
といえる。このタイプは営業所で管理業務の多くを対応
し，現地では速絡事務を中心に行っている方法で，公団，
東京都公社，神奈川県公社，東京都営，神奈川県営，大
阪府営である。一方，本社の管理部と現地の管理人が直
結して管理を行っている「現地型」があり，大阪府公社，
大阪市公社，横浜市営，大阪市営である。このタイプは
供給地績が限られた場合のみ可能な方法と考えられ，大
阪府公社を除くと市レベルより広い範囲を統括していく
場合は営業所や出強所が設けられている。
次に現地の管理担当者を見てみると，表6のようにな
る。現地で管理を担当する人の名称を見てみると.r現地
型」ではどこでも管理人と呼んでおり.r営業所裂」では
(4) 
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表4 調査対象供給主体の管理体制
住宅・都市整備公団 東京都住宅供給公社 神奈川県住宅供給公社 大阪府住宅供給公社 大阪市住宅供給公社
住宅都市整備公団 東京都住宅供給公社 神奈川県住宅供給公社 大阪府住宅供給公社 大阪市供給住宅公社
本社管理部 管理部 管理部 管理部
ト募集センター 賃貸住宅課 管理課 管理課
収納線、管財課 分議住宅線 住宅保全課
支社管理部 営繕計画課 ( 管理課
(5) 設計課 委 収納課託
営業所(6) ) 
営業所(全国23) (地区管理事務所) 附 土地建物
管理事務所
6∞戸地長摘のl 却戸以上の 大規模な場合(各団地ごと) 団 団地 (2ヵ所のみ)1
管理主任 出張所 (7) 5ω戸未満の 5∞戸以上の
(1人/筑削戸〉 団地 団地
普通 専任管理人
管理人 述絡事務員(1人/100戸)
管理連絡員 ( 1人/U車) 管理人 専任管理人
(1人/5∞戸) ※高層住宅の場合 l人/ノl団地 l人/i団地
は、民閉会社へ
※地方の場合は、 委託し、民間管
補助管理人
住宅供給公社や 理会社から委託
( 1人/100-200戸)
側住宅管理協会 管理人が派遣
に委託
東京都 神奈川県 横浜市 大阪府 大阪市
東京都 神奈川県 横浜市 大阪府 大阪市
管理部 鶴市部 建築局総務部 建築部 都市整備局
管財謀、財貨聾備対策課 住宅管震諜 管理課 住宅管理課 管理課
管理課、募集課 護備課
管理箔導課、収納線
臨時滞納整理課
f、
〆目、
委託
委託 、J
、.J 側住宅整備
拙土地建物保全 公社制住宅管理都営住宅サー ビスけ 協会 センター
公社 c脚戸以上の団地のみ)
管理事務所
出張所 (7) 管狸事務所 9ヵ所
営IJ業専任l所醐管〈戸理出以人張上事所の務〉図所m 地 管理人(1人/500-1000戸)
連絡員
(l人/1練) 管理人 連絡員 ※原則l立、各団地
専任管理人 (1人/100戸〕
(1人/200戸) に管理人の住み
または
込みであるが、
管理事務所で2専任有理人がも、る鴇合
(1人/1団地) -3団地をかけ連絡員 (1人/500戸) もちでする管理
(1人/200戸) 方式も有る。一 ーーー -ー司'-1) 1989年4月より，東京邸住宅供給公社と統合
( 5 ) 
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表5 外郭団体的管理組織への委長・請負状況
よ戸竺住宅・都市 東京都 神奈川県 大阪府住宅大阪市住宅 東京都 神奈川県 横浜市 大阪府 大阪市m備公団 住宅供給公社 住宅供給公祉 供給公社 供給公社
委託・請負先の 。 × 。 × × 。。 × 。。有・無 1)
管理人の雇用 × × 。。 × × 
入居者募集事務 。 。 。。 。 × 
2) 退去時の査定 × 。 。。 。 × 
委託 家賃徴収 × × 。 × × 。
× 一 。 × × × × 
清掃手配 。 。 × × × × 
設備点倹手配 。 。 。。 × × 
有事修関連事務 。 。 。。 。。
申請書類受付け × 。 。。 。。
住まいの相談 。 × 。 × 。 × 
駐車揚関連.務 。 。 。。 × 。
集会所関連:l1Ii × × × × × × 
1)委託・請負先の有無'管理業務を委託 ・講負させる外郭団体的管理組織が有る場合はO、無い場合は×
2)委託・請負業務の内容・外郭団体的管理組織に委託・請受している業務はO、していない業務は×
表6 現場管理体制
よ戸空住宅・都市 東京都住宅 神奈川県住宅 大阪府住宅 大阪市住宅 東京都 神奈川県 繊浜市 大阪府 大阪市整備公団 供給公社 供給公社 供給公社 供給公社
営業所、出張所の有無1) 。 。。 × × 。。 × 。 × 
掛髄事事所の有無1) 。 ム × ム ム ム × ム × ム
名称 管理連絡員 普通管理人・連絡事務員 補助管理人・ 管理人・ 連絡員・ 連絡員 管理人 連絡員 管理人
資格 公団の職員・ 公務員・ 公務員・ 入居者 市職員削 入居者 入居者 市職員・ 入居者 市職員・
配置規準 500戸 100戸 100戸 100-200戸 I団地 200戸 1 ，僚 100戸 200戸 s∞戸-lC岡崎戸
( 1人当り〉
現
勤務場所 指定住戸 指定住戸 指定住戸 自宅 指定住戸 自宅 自宅 指定住戸 自宅 t旨定住戸
場
勤務時間 l目2時間1日4時間 9:∞-5・∞ 決まりなし 決まりなし 決まりなし 決まりなし 決まりなし 決まりなし 決まりなし
管 t蝿圃眠時伺』映同
理
文書配布 。。。。。。。。。。
担
緊急速絡 。 × × 。。。。 × 。。
当事仕鍵の預り
。。。。。。。。。。
の申鯖用紙の 。。。。。。。。。。
者
内柄笠拘B・V 配布集会所の鍵 。。 ム 。。 × × × × × ( 主な の保管等
も その他 -水温白水質横壷 -防火菅理者白 -共同脳宣の -水温白木賀検査 -入居、過去の -防:k管理者へ -車置の置叙帯
の -屋上出入り口の 墨書 管理 -不適正使用等の 立ちあい の也カ -教眠法占拠
〉 .保管 -鵬糧管理 報告 管制の任章 防止
~:虫官軍閥助 -上下水掛金 -<帯雌噌 進困 -不正行為噸止
-共益醐調書 計曹 保菅 -婦鵡訟の鍵通都検由自|さっS
-巡回 強反者の発見 揮官 -不臥居紡止
-聾報装置の管理-入居者指導
1)営業所、出張所が有る場合守O、無い場合。 ×
2)現場管理事務所がどこでもある場合 :0、規模によってある場合 .ム、どこでもない場合 x
・現渇管理担当者の名称繍に※印がある湯合、制戸以上の団地では 「専任管理人」 をおき、管理を担当させている。
・現場管理担当者の資格繍に一一一.がついている績合は、その現濁担当者は、指定住戸に、 一般入居者と別わくで
管理担当者として入居していることを示している。
(6) 
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東京都公社を除いて，連絡員と呼んでいる。このような い」とした。さらに，その右欄に団地における実際の担
名称の違いはあるが，どの団地でも一人以上の管理担当 当者を示す。(以下 rJは管理項目を， iJは管理行為
者が住んでおり，その人は管理についての特別な職業経 を示す。)
験をもっていないという点は共通している。配置規準も ① 「入居 ・退去」関連行為
100戸に一人から1000戸に一人という聞きがみられるが 「入居条件の決定Ji入居者の募集Ji入居者の決定日
仕事内容は現地で行ういわば判断力を要しない事務連絡 等の入居・退去関連行為は経営的性格を持つ運営管理的
的なものになっている。また実際の管理上の判断能力 行為である。これらの行為は常に所有者が担当している。
をもっているのは，公団では管理主任，東京都公社では また，その中でも作業的行為で判断を要しない行為であ
専任管理人になり，管理業務を専任している人に限られ る「入居者募集」事務業務や 「退去時の申し出の受付」
ている。その為，専任管浬人と呼ばれる人が常駐してい に関しては，所有者の委託した業者等が行うことがある。
る東京都公社，大阪府公社，大阪市公社，東京都営の このように， r入居・退去』関連行為の中には，所有者
f500戸以上の団地」以外では，通常は専門担当者が団地 自らが担当しない行為もあるが，その行為を居住者が担
には不在になっている。また，管理の専門担当者でなく 当することはない。
ても，東京都公社を除くと，現地の管理担当者の常駐率 ② 「家賃』関連行為
が低くなっている。特に大阪市営の団地では現地の管理 「家賃の決定Jf家賃の徴収Ji家賃の催促」等の「家
体制が弱いと言える。 賃』関連行為は 『入居 ・退去J関連行為と同様に，賃貸
②管狸体制の変容 経営業務としての性格が強い，運営管理的行為である。
調査した10供給主体で，管理体制に変化がみられたの これらの行為も常に所有者が担当している。また，その
は，公団，東京都公社，神奈川県公社，大阪府公社，東 中できまった額の「家賃を徴収する」という作業的要素
京都営，大阪府営，大阪市営の7供給主体である。これ のある行為は，所有者が委託した業者が行うこともある。
らの7供給主体の管理体制の変容からいえることは ー このように 「家賃』関連行為に関しても 『入居・退去』
つには生活面における管理を所有者が係わることが少な 関連行為と同様に，所有者自らが担当していない行為が
くなったこと， 二つめには現地での対応管理人という あるが，その委託先は所有者の外郭団体に限られており，
個人の力量による対応から営業所による統括的管理体制 その行為を居住者が担当する ことはない。
に変わったことである。これは管理人個人の能力の限界 ③『共益費』関連行為
から管理の規準化を目指したものと考えられる。 三つめ 「共益費の金額の決定Jf共益費の徴収Jf共益費の催
には数がまとまり，業務として独立採算できる管理行為 促」等の『共益費』関連行為も運営管理的行為であり，
に関しては，その行為を委託していく傾向があることで 実際の担当者は供給主体によって異なっている。その理
ある。 由は供給主体によって制度上の担当者が異なっているた
このような変化は，住宅の管理は住宅の所有者として めである。これらの費用の運用の仕方は共益費の内容と
当然行うべき行為と考えられ所有者側が住込みの担当 関係しており その内容は各供給主体によって違いがみ
者をおき，生活面の管理まで係わってきた時代から，管 られる(表8)。
理行為の実務が所有者から分離され，専門化し，一つの どの供給主体でも居住者が家賃以外に負担している費
業務として確立されてきたという時代の変化をものがたつ 周として共用部分の電気代 ・水道代，設備の水光熱費，
ている。 共用部分の清掃代植栽・下草の手入れ(危険なところ
2 -2.管理行為の担当者 は除く)代であり，これらは共用部分の運転費用と清掃
10供給主体の管理制度上の管理行為の担当者は表7で 代である。一方，供給主体によって家賃以外に居住者が
ある。まず，制度上の担当者は，所有者および所有者の 支払う場合と支払わない場合がある費用は，穂栽 ・下事
委託した業者が担当する場合を 「所有者」担当とした。 の手入れ(危険なところ)代，設備の維持管理費等であ
また，居住者および居住者の委託した業者が担当する場 り，これらの費用を居住者と所有者が両方で2分の lず
合を「居住者」担当とした。所有者と居住者が協力して つ負担している場合もある。このような専門業者への委
行う，または閉じ供給主体でも団地によって居住者が担 託を必要とする項目が共益費に含まれる場合は所有者が
当したり，所有者が担当したりしている場合を「両方」 費用を徴収し，運用することが多い。一方，居住者が徴
とした。また設定した管理行為の中で担当者が決まって 収し，運用している場合はその費用に専門的な業務委託
いない場合がある。この場合を「担当者が決まっていな を必要とする項目がほとんど含まれていない。このよう
( 7 ) 
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表 7 管理行為の制度上の怨当者と実際の担当者
制度上の担当者叫 実際の担当者
管理行為リ 担当者が決まっている 担当者が決 所有者が 居住者が担当すること有I居住者が
管理行為 の側面 〈所有者約'):<筒方勺 : <居住者‘う まqていない 常γ担当I供給主体Elj:団地によっi有てI常γ担当
」 に担当有!は担当 、
① 
1.入居条件の決定 運営 ED1SEa2sEs，SE，.sE.: - 。
.入居『 2.入居者の募集 運(維) " 守ー 。
3.入居者の決定 運営 " 。. 
去』退. 4部屋の決定 運営 " 。
運営関連 5.契約書の作成 " 
。
6.退去時の申し出の受付 運営 " 。
為r 
7.退去時の査定 運営 " ー + 。
② 8.家賃の決定 運営 " 。
E 家 9.家賃の徴収 運営 N 。
関湾f為T 
10.家賃の催促 運営 " 。
11.家賃の出納 運営 。 -ー. 。
③ 12.共益費金額の決定 選営 DES，E15‘ 2 sE，zsE‘ ，E. 。
13.共益費の徴収 運営 D8，8. : 8，S， 。E.E. EtEaE， 
14共益費の催促 運営 D8，8. 8.8. 。E.E. E2E3E. 
15.共益費の運用 運(維) DS，S. S， S，S‘ 。E，E‘ EzEsEs 
③ 16.共用部分の清掃 維持 DS. S， : S.8. 。
‘.清掃・『
。E，EzEsE.E.
17.排水管の清掃 維持 D8. 8， : 8，S. 。E， i E.EzE.E.E. 
等 18.植栽・下草の手入れ 維持 DS. S， : SJS， 。の : E，EIEaE.E， 
f為T 19.蛍光灯の取替え(連絡) 維持 DS，S. : S，S. 。:E，E.E.E‘E. 
20.給水関係の保守点検 維持 DS，S.s.s. 。E1EzE.E.E，: 
21.汚水処理施設の保守点検 維持 DS，S.s.s. 。E1E，E.E.EI: 
22.エレベーターの保守点検 維持 DS，S.s.s. . 。
等話
E1EzE，E.EI 
23.緊急時の点検、応急措置 維持 DS，S.s.s. 。EIEzE.Es: E. 
⑥ 24.計画修繕の決定 運営 DS，S.s.s. 。E，E.E.E.E. 
修繕 25.共用部分修繕の意見まとめ 運営
DS，S.s.s. 。 。E，E~ E1EzE. 
‘- 26.共用部分修繕の実施 維持 DS，S.s.s. 。
関連f為丁
EIEIE，E.E.: 
27.専用部分修繕の受付 維持 DS，S.s. : 。E，EzE，E.E.: 
28.専用部分修繕の実施 維持 : DS，S.s.s. 。 。: E1EzEsE，E.; 
⑦ 29.改善計画の策定(発意) 運営 DS，S. S，S. 。 。EIEIEIE~ E. 
改 30.改善の意見調節 運営 DS，S. S.S‘ 。E.EzEsEs E. 
善、ー 31.改善の実施 維持 DS，S.s.s. 。
関連行為
EIE.E，E.E，: 
32.専用部分模機替え承認 運営 DS，S.s‘ 。E，EzE，E，E.: 
33.専用部分模機替え実施 維持 DS，S.s.s. . 。: EIEzE，E，E5 
1)管理行為の側面 ;運営 ・運営管理的行為、維持 ・維持管理的行為、生活:生活管理的行為
2)各供給主体の制度上の担当者が次の〈所有者><居住者><両方><担当者が決ま っていない〉のどれであるかを示
している。住宅都市整備公団 (D)，東京都住宅供給公社 (81) 神奈川県住宅供給公社 (82)，大阪府住宅供給公
社 (83)，大阪市住宅供給公社 (84)，東京都 (El).神奈川県 (E2)，横浜市 (E3)，大阪府 (E4).大阪市 (E5)
3) <所有者>:所有者又は所有者が委託・請負した業者が担当している場合
4) <両方>; <所有者〉と〈居住者〉が協力して担当したり、団地によって く所有者〉が担当したり、 〈居住者〉が担
当している場合
5) <居住者>;居住者別居住者が委託・請負した業者が担当している場合
( 8 )
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表7 管理行為の制度上の担当者と実際の担当者 (つづき)
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管
理
官|管理行為
34.集会所の盛設の決定
35.集会所の使用許可
血 136.集会所の鍵の保管
主|37集会所の使用料決定
書138集会所の使用料徴収
量|39集会所の使用料適用
容i40集会所の使用規定作成
MI41.集会所の婦除
42.集会所の修絡の実範
43.集会所の改豊島(増築や増設)
44.駐車婦の建設の決定
45.駐車淘の建設
~I 46. 駐車織の使用規定作成
147駐車織の使用者決定
型|48.駐車場の使用料決定
建|49駐車織の使用料徴収・運用
見|50駐車織スペースの婦除
5L不法駐車の取り締まり
52.駐車喝の改普(増設等}の愈見調態
???????????『
????』?????
54.消防設備の般置
55.消防設備の結嘗
56.防火1J1織の指導・実施
57.遜鍵径路確保の為の見回り
58.建物の巡回
?
?
???
???
?
?
?
???
?
?
??
? ?
?
?
? ?
?
?
? ?
? ?
?
? ?
??
?
??
??
?
??
?
?
?
?
? 。
??
?『
??
? 』
????62.住まい方の指導 ・相談
63.入居者聞のトラブル仲裁
64.行事・親睦活動の実施
管理行為
の側面
???
??
??
????
????
??????
??
??
? ?
??
??
????
????
??
??
??
??????
??
??
制度上の担当者
担当者が決まっている |担当者が決|所有者が
領有者): (両方) : (居間)Iま勺てい屯い|常に髄
DSIS.S，S，: 
E，EtE.E.E.: 
DS， 8，8.8， 
E. : EIE，E)E~ 
8.8.8， 
E. : E.E. 
8， 8， 
1E，EJE，E.E. 
D8，8. 8， S， 
oEIE，E，E.E. 
8.8， S. 
0E，E.E.E，E. 
DS，8. 8， S. 
E .E，E.E.; E. 
DS， : S.S.S， 
iE.E.E，E.E. 
DS，S，S.S，: 
E，E.E.E. E. 
DS，S.S.S.: 
E，E，E，E.E.: 
05.5， S4 ; 5， 
EIE.E.E.: : & 
DS，S. : S， : s.
E. EtE，E. : E. 
DS，S. S， : s. 
E.E.E， : : E. 
08，5. : S. : 5， 
E，E.E. : E. 
DS，S，: S， S. 
EE.E. : E. 
DS，S，: S， 8. 
EIE.E. : E. 
D喧. 51 ; 5.S. 
: E，E.E.E，E. 
S. 1 DS，S，S. 
E‘ IE，E.E.E. 
S， : 8.8.S. 
E.E.E， 
DS，S. 
E1E.E.E， i
DS，S，s，s， 
EIE，EIE.EI: 
D8. 8，S，8. 
棚 I!蹴者)， : E，E，E.E，E. 
1 DS，8，s，s， 
E，: 1 E.E‘ 
I DS，S，sふ
E.E，E.E，E. 
S，S. 
E.E. 
E， 
E. 
DS，S.S. 
E.E. 
: D8，8.S.S. 
: EIE2E，E.E. 
DS， 
EIE. 
DS，S. 
DS. 
D 
E. 
E.E. 
DS.S. 
E.E. 
DS，8，s， 
E，E.E，E‘E，: 
DS，8，s，s， : 
E，E，E.E. 
DS，S， 
E，E.E. 
D 
E.E‘ 
E. 
5.S. 
E， 
S，S，s，s‘ 
E.E，E. 
S， 
E.E.E. 
実際の鐙当者
居住者が担当すること宵 l!居住者が
供給主体制:団地にようて||常に担当に鰹当有: I!担当膏'。 。。 。。。 。。。。。 。
o 0 
o ~ 0 
o ~ 0 
o ~ 0 
o ， 0 
o ~ 0 
0 。。。。 。 。。。。 。
?
??
??
?
に共益費について供給主体によって考え方が異なり，そ
のなかみも異なっている。そのために，費用の徴収や運
用の仕方が異なってきている。 このようなちがいは，現
在.共益費という考え方の論理が明確にされていないた
めであり.特に建物・設備等の維持保全のために行われ
る清掃や点検という行為が住宅所有者と して行うべき行
為か否かという供給主体の考え方に違いがみられる。
④『清鍋』等の行為
「共用部分の清掃JI排水管の清掃Jr積栽 ・下車の手
入れJr蛍光灯の取りかえ」は建物等を維持・保全する
ための行為で，維持管理的行為である。「共用部分の清
婦Jr排水管の清掃Jr植栽・下草の手入れJは供給主体
によって制度上の銀当者が異なっているために，実際も
供給主体によって行為の担当者が異なっている。
「共用部分の清徳Jr植栽・下草の手入れ (危険な所
除く)Jについての費用はどこでも居住者が負担するこ
( 9) 
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表8 居住者の家賃以外の費用負担一共益費の徴収者とその内容
孟メ竺と 住宅・都市 東京都住宅 神奈川県住 大阪府住宅 大阪市住宅 東京都 神奈川県 横浜市 大阪府 大阪市墜備公団 供給公社 宅供給公社 供給公社 供給公社
名称 共益費 共益費 共益費 共益費* 共益費* 共益量 :自治金. 共益費* 共益費本 共益・ :白地金慣 共益費キ
-共同電気代、水道代 • • • 
。 。 :0 。 。 。。
-共同灯の蛍光灯や電球代 • • • 
。 。 :0 。 。 。。
-設備の動力費 • • • 
。 。-:0 。 。 。。
ム2) 05) ‘.) ーー-設備の維持管理費 • • • .前1 ー
-共同部分の得除代 • 
.1) 
• 
。 。-:0 。 。 。。
-排水管の婦除代 • 
.1) 
• 
。 。.叫I ー 。 。 。。
-績栽・下車の手入れ(電車) • 
.1) 
• 
。 。-:0 。 。 。。
. " (危険な所) • .1) • ム 。-:0 。 。 。。
-ごみ処理関係費用 • • • 
。 :0 。 。
-居住者が家賃以外に共同でそれにかかる費用を全額負担している場合0・ ・費用の徴収、運用者が所有者の場合・.A.
(黒印〉
半額 グ ム.A. ・費用の徴収、運用者が自治会の 1/ 0ム
(白印)
本自治会にまかせているので、名称は自治会費と呼んでいる団地もある
1)所有者は徴収しているが、自治会で運営できる
の汚水処理施設の構のそうじのみ、居住者が2回に l回負担
3) EVの油代、水槽の薬品代のみ居住者が負担
4)掃除をするか否か居住者が決められる
5)浄化槽の掃除、薬品代のみ居住者が負担
6)給水施設、汚水処理施設、 EVの維持管理費の十を居住者が負担
とになっているが，運営の仕方にちがいがみられる。そ
の一つは，すべて居住者に任されている場合である。こ
れらの供給主体では清掃は居住者の管理責任範囲で所有
者の管理責任範囲ではないと考えている。 二つめには居
住者がするのか，所有者に委託するのかを居住者団体で
決められる場合がある。三つめはすべて所有者が決め，
行う場合である。このように清掃という行為が居住者の
管理責任の範囲であるのか，所有者の管理責任の範囲で
あるのかという考え方が供給主体によって異なっている。
また， i排水管の清掃」の担当者は供給主体によって
異なっている。一つは所有者が行い，その費用を居住者
が共益費として支払う場合がある。もう一つは居住者が
自主的に行う場合である。この後者の場合は所有者は
「すまいのしおり」などで 「年一回は居住者でするよう
に」とうながしている。また，東京都営(El)の場合は
前者の方法にあたるが，居住者が 「排水管の清掃」を実
施するか否かを棟ごとに決めて，実施する場合は所有者
に共益費として支払うことになっている。このように共
用部分や排水管の清掃に関しては供給主体によって担当
者が異なっており，これは供給主体の管理責任の範囲の
考え方の違いであるといえる。また，制度で居住者が担
当することになっている時のみ，実際に居住者が担当し
ている。
「蛍光灯の取替」やその連絡は現地で行う行為であり，
また早い対応を必要とする行為であるために，制度にか
かわらず，居住者が担当していることが多い。
⑤ 『保守・点検』等の行為
「給水関係の保守点検Ji汚水処理施設関係の保守点
検Jiエレベーターの保守点検Ji緊急時の点検，応急措
置」は建物の維持保全上，必要な維持管理的行為である。
その中で，専門性の高い 「給水関係の保守点検Ji汚水
処理施設関係の保守点検Jiエレベーターの保守点検J
は必ず所有者が担当し，実際には所有者が委託した専門
業者が行っている。また， i緊急時の点検，応急措置J
は現地で行う，緊急性の高い行為であるため，実際には
制度にかかわらず，居住者団体の役員等が対応している。
⑥ 『修繕』関連行為
『修繕』関連行為の中には， i計画修繕の決定」や 「共
用部分の修繕の意見をまとめる」という，修繕の方針を
決定していく運営管理的行為がある。 「計画修繕の決定」
は，必ず所有者が担当している。 i共用部分の修織の意
見をまとめる」行為は制度上居住者の担当の場合もある
が，それ以外でも実際には居住者が担当していることが
ある。具体的には居住者団体で建物の老朽度をチェック
、 、 ?????
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してまわったり，居住者個人が個々に共用部分の修繕を
申し出るのではなく，居住者団体として意見をまとめて
申し出ている。そして， i共用部分の修繕」の施工とい
う維持管理的行為は所有者が実施している。
一方，専用部分の修繕に関しては，修繕の申し出を居
住者が所有者に行う。その際，専用部分の修繕は修繕箇
所によって，所有者と居住者の分担が決まっており，ま
た，閉じ箇所でも老朽が原因の場合は所有者が，故意や
過失の場合は居住者が行うことになっている。そのため
に，維持行為としての「専用部分の修繕」は所有者と居
住者によって行われるが，その申し出の「受付Jを所有
者に代わり，居住者団体で行っていることがある。その
理由は，修繕には緊急性の高いものがあるが，現地の管
理担当者の不在率が高いこと，またそこでは判断できず，
営業所や出張所などに持っていくと，さらに時間がかか
るためである。その為に，自治会で窓口をつくり，直接，
営業所や出猿所に持っていくようにしている。また，個々
に修繕を申し出るよりも，まとめてだす方が同じ箇所の
修繕を老朽化と認められて，所有者負担で修繕が行われ
やすいという理由から「専用部分の修繕の受付」を居住
者が担当していることがある。
⑦「改善J関連行為
共用部分や団地全体，専用部分に関して，その原状変
更に係わる方針を決定する行為である 「改善計画の策定U
「改善の意見調整Ji専用部分模機替え承認」という行
為は運営管理的行為である。そのなかで，共用部分や専
用部分を一斉に改善していくための 「計画の策定Jやそ
の為の「意見調整」は，居住者が担当している。これは
制度として居住者が担当することになっている場合もあ
るが，制度として認められていない場合でも居住者が担
当している。その理由の一つには，居住者間の意見の調
節が大変なために居住者に任せているためである。しか
し，建物の維持管理の方針決定として，居住者担当を認
めているということは，居住者が住宅に実際に住み， 24 
時間利用しているので，住宅やそのまわりの状況を良く
知っており，建物の状況把握が所有者よりも詳細で現状
に即していると所有者が考えているためともいえる。ま
た，i改善」行為の施工は建物の維持管理行為の一つで
あり，共用部分や専用部分でも一斉に行われる場合は所
有者が，専用部分に関して個人で行う場合は居住者が担
当している。
⑧ 『集会所』関連行為
「集会所の建設の決定Jという方針決定の運営管理的
行為はどこでも所有者が行なっている。集会所を実際に
使っていくための 「集会所の使用規定作成」をし， i集
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会所の使用許可Ji集会所の使用料決定J i集会所使用
料徴収Ji集会所使用料運用」という運営管理的行為を
居住者が担当していることがある。これは，制度上の担
当者が居住者になっている場合のみである。このような
制度をとる供給主体は公営住宅に多い。また，供給主体
による違いの他に，その団地における所有者側の管理体
制の力量(管理担当者の人数や力量)やその集会所が生
まれた経過(もともと集会所として建設されたものか，
居住者の要望により空き住戸を集会室としたのか等)に
よっても異なっている。また，施設を利用してゆくのに
必要な維持管理的行為である 「鍵の保管Ji清掃」はそ
の施設の運営管理担当者と同じ担当者がすることになっ
ている。しかし， i鍵の保管Jは所有者担当の場合でも，
現地の管理担当者が不在のことが多いために，居住者が
担当している場合がある。また，制度上，使用料を居住
者が遼営している場合はそれにともなって， i集会所の
修繕」や 「集会所の改善」行為が居住者担当になってい
る場合がある。
⑨ 『駐車場』関連行為
『駐車場J関連行為には 「駐車場の建設の決定」とい
う方針決定行為(運営管理的行為)があり，それに基づ
いて「駐車場の建設」を実施 (維持管理的行為)する。
そして，それらを利用していく 上で， i駐車場の使用規
定作成Ji駐車場の使用者の決定Ji駐車場の使用料決定」
「駐車場の使用料徴収，運用」という運営管理的行為が
ある。このような駐車場関連行為に関しては所有者が担
当する場合と居住者が担当する場合がある。所有者が担
当する場合は，所有者が 「駐車場の建設の決定」し，
「駐車場の建設」を実施し，そして， i駐車場の使用規定
作成Ji駐車場の使用者の決定Ji駐車場の使用料決定」
「駐車場の使用料徴収，運用」を行う。一方，居住者が
担当する場合は，居住者が 「駐車場の建設の決定」し，
「駐車場の建設」を実施し，そして 「駐車場の使用規定
作成Ji駐車場の使用者の決定Ji駐車場の使用料決定」
「駐車場の使用料徴収，運用」を行う。駐車場の関連行
為の担当者は，供給主体によって異なっている。また，
同じ供給主体の団地でも各団地の力量によっても異なっ
ている。「駐車場のスペースの清掃」という維持管理的
行為は建設や運営の担当者に係わらず，共用部分の清掃
担当者が行っている。 「不法駐車の取り締まり」に関し
ては制度上担当者が決ま っていないことが多く，どこで
も居住者が担当している。駐車場を新たにつくることに
関しての 「意見調整」は制度にかかわらず，居住者が担
当している。
⑬ 「防火対策J関連行為
????? 、、
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防火対策上の責任者である防火管理者を，所有者が担
当している渇合と居住者が担当していることがある。
また，防火管理上の行為として.r消防設備の設置J
や 「消防設備の詰め替え」という維持管理的行為がある。
この内.r消防設備の設置」は法律上必要な場合のみ所
有者が設置している。また，その「詰め替えJは供給主
体によって担当者が異なっているが，それにかかる費用
は家賃以外に居住者がどこでも負担している。
また.r建物の巡回」という維持的側面と生活管理的
側面をもっ行為や 「避難経路の見回りJr防火訓練の指
導実施」という生活管理的行為は，制度として特に担当
者が決まっていないことが多く，実際は居住者が担当し
ていることが多い。
⑪ 『共同生活』関連行為
この中で，所有者が常に行っている行為として.r生
活ルールの設定」がある。生活ルールとは共同生活上の
トラブルをあらかじめ危ぐして所有者が設定したものと
考えられるが，居住者仮IJの意見がまとまっても 「ルール
の改定」はほとんど認められていなし、。それ以外の生活
管理に関する行為は，制度上担当者が決まっていないこ
とが多く.r生活ルール違反取り締まりJr住まい方の指
導・相談Jr入居者閣のトラブルJr行事・親睦活動の実
施」は居住者が常に担当している行為である。
以上のように，所有者が何等かの係わりを持っている
共同生活関連行為というのは.団地における共同生活上
のトラブルや迷惑行為を解消するために取りくむ諸行為
の一部である。そのために共同生活の積極的な展開であ
る団地祭りや子供会の行事といったコミュニティ活動，
親睦活動を実施していくことに所有者の係わりはみられ
ない。かつて，集合住宅団地の供給されだした当初には，
団地の親睦活動の積極的な展開，コミュニティの育成を
供給主体 (所有者)側がPRすることもみられたが，こ
のような行為は現在ではみられない。
2 -3.まとめ
以上管理項目別に見てきたものを運営管理的行為，維
持管理的行為，生活管理的行為の三側面にわけで，担当
者状況をまとめる(表9)。
①運営管理的行為の担当者
遼営管理的行為の中でも，住宅賃貸経営業務といえる
『入居・退去』関連行為や 『家賃』関連行為に関しては，
所有者が常に担当している。また，その中でも作業的性
格をもっ行為は所有者が委託した業者や担当者が行って
いることがあるが，居住者が担当することはない。
『共益費』に関する行為は.供給主体によって居住者
が担当している溺合と所有者が担当している場合がある。
( 12) 
これらの費用の運営の仕方は共益費と呼ばれる費用内容
と関係している。つまり，供給主体の所有者としての管
理il任範囲，経営の方針によって担当者が決まっている
といえる。
また，建物の維持管理の方針を決定していく「計画修
繕の決定Jr集会所の建設の決定Jr専用部分模様答え承
認」は必ず所有者が担当している。つまり，建物の維持
管理的行為のなかで，方針決定的行為，原状に影響を大
きく与える行為は必ず所有者が担当している。しかし，
建物の維持管理の方針を決定していく中でも「改善計画
の策定」への参加や 「改善の意見調整Jr共用部分修繕
の意見まとめJr駐車場の改善の意見調整Jという行為
を居住者が担当していることがある。これは，居住者間
の意見調節が必要なこともあるが，実際に住宅に往んで
いる居住者は，住宅やその環境の状況を良〈知っている
ために，修繕や改善を実施していく上での協カを行って
いる。
その他には.r駐車場Jや 『集会所』という共用施設
の運営行為がある。『駐車場Jに関しては，供給主体に
よって担当者が異なっており，居住者が担当していない
場合は所有者が委託した業者が行っている。このように
所有者はどちらにしても自らが運営を担当することがな
く，業者か居住者に委託していこうという傾向がある。
また.r集会所」にしても，供給主体によって担当者が
異なっている。これらの行為を居住者が担当する場合が
特に公営住宅で多いことから，それにかかる費用を予算
上計上できない場合に居住者担当になる。このような供
給者の経営方針(経営上の条件)から担当者が決められ
ている。
②維持管理的行為の担当者
所有者が必ず担当している行為は.r給水関係の保守
点検Jr汚水処理関係の保守点検Jrエレベーターの保守
点検」という専門的な業務である。また.r共用部分修
繕の実施Jr専用部分の修繕の実施(居住者の故意又は
過失の場合を除く )Jr改善の実施」という実際に建物の
原状を変更する維持管理的行為である。また，法律上，
所有者が行うべき責任がある場合は.r消防設備の設置」
を所有者が行っている。
それ以外の行為で現地で行う，日常性や緊急性があり，
直接建物の原状に変更を与えない行為である 『清婦」や
「緊急時の点検 ・応急措置Jr蛍光灯の取替(連絡)Jr専
用部分修繕の受付Jr集会所の鍵の保管jなどを居住者
が担当している。これは，制度上居住者が担当すること
になっている場合もあるが，現地の管理担当者の不在等
が原因となり，現地にいる居住者が担当していることが
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表9 所有者と居住者の管理分担状況
所省者担当 居住者担当
常に所有者が担当
湯合によって居住者担当
常に居住者担当
供給主体によって 団地によって
-入居条件の決定 -共益費金額の決定 -共用部分修繕の意見 -改善の意見調整
-入居者の募集 -共益費の徴収 まとめ -駐車場改善の窓見調態
-入居者の決定 -共益費の催促 -改善計画策定参加
-部屋の決定 -共益貨の運用
-契約書の作成 -集会所の使用許可
-退去時申出の受付 -集会所使用料決定
-退去時の査定 -集会所使用料徴収
-家賃の決定 -集会所使用料運用
運営管理
f為的T 
-家賃の徴収 -集会所の使用規定の作成
-家賃の催促 -駐車場建設の決定
-家賃の出納 -駐車場の使用規定の作成
-計画修繕の決定 -駐車湯使用者決定
-専用部分模様替え承認 -駐車場使用料決定
-集会所建設決定 -駐車場使用料徴収
-防火管理者の設定
-給水関係保守点検 -共用部分の清掃
-汚水関係保守点検 -排水管の清掃
-エレベーターの保守点検 -植栽等の手入れ
-共用部分修繕実施 -集会所の掃除
-専用部分修繕実施 -集会所の修繕実施
-改善実施 -駐車場の建設
-消防設備の設置 -駐車場の招除
-消防設備の詰替え
喜富
-生活ルールの設定 -生活ルール改定
f為的T 
多い。それ以外に居住者がする維持管理的行為は，専用
部分で認められた範閤内の「修繕」や 「改善」という行
為がある。その他には「建物の巡回Jr不法駐車の取り
締まり」という，制度上は担当者が決まっていない行為
を居住者が担当している。
③生活官理的行為の担当者
「生活ルールの設定」という方針を決める行為は所有
者がどこでも行っている。 しかし，その他の行為は制度
上は担当者が決まっていないことが多い。 しかし，実際
には共同生活上必要な行為で，現地での対応が必妥であ
るために，そこに住んでいる居住者が担当している。
(13) 
-専用部分修繕受付 -蛍光灯の取轡連絡
-集会所の鍵の保管 -緊急時の点倹等
-集会所の改善 -専用部分修絡
-建物巡回 -専用部分横線替えの実施
-不法駐車の取締り
-避難径路のみまわり -生活ルール途反取り締
まり
-住まい方指導相談
-入居者間トラブル{中議
-防火訓練指導実施
-行事，親践活動実施
11.まとめ
①以上のように管理行為の担当者をみてきた。所有者が
常に担当する行為は入居・退去関連行為，家賃関連行為，
維持管理の方針決定行為，設備の保守点倹，修繕や改善
の実施，消防設備の設置，生活ルールの設定である。一
方，居住者が担当することがある行為は共益費関連行為.
集会所の運営行為，駐車場の建設 ・運営行為，修緩や改
普ーについての居住者間の意見まとめ，清掃行為と共同生
活関連行為である。
②次に，本研究のはじめにたてた仮説を検討する。仮説
は運営管理的行為と維持管理的行為は所有者が担当し.
?
?
? ?
住居学
生活管理的行為は居住者が担当するとした。しかし，実
際にはその仮説どおりではなく，その差は次のようであ
る。
-運営管理に関しては入居退去関係行為や家賃関係行為
という賃貸経営行為と建物の維持管理の方針決定という
行為は所有者が担当していたが，それ以外の運営管理的
行為には居住者の担当がみられた。その行為は集会所や
駐車場という共用施設の運営，共益費の運営，改善や修
繕に関しての意見をまとめる等の行為である。その理由
はそれらの行為が現地性，日常性を持っているというこ
とと，所有者が管理にかかる費用をどれだけ負担するか
という経営方針，あるいは管理霊費の節約という経営上の
理由による。
・維持管理に関しては，専門的な業務，修繕や改善(専
用部分，付属施設を除く)を実施するという行為は所有
者が担当しているが，それ以外の維持管理的行為には居
住者の担当がみられた。維持管理的行為には現地で行い，
日常生活への影響が大きく，時間を長引かせずに対処す
る必要のある行為が多い。しかし，現状の管理体制では
現地における管理担当者が不在であることが多い等から
これらの行為に対応できない。そのために，居住者が担
当していることが多い。
-生活管理に関しては所有者が生活ルールの設定のみを
行っている。しかし，実際に生活していく上で，共同生
活を快適に行っていくために必要な行為が多く発生し，
それらの行為は現地での対応を必要とするために，実際
には居住者が担当することになっている。
③このように実際には居住者担当行為は三側面にわたっ
てみられた。これらの行為をみると，一つは，共益費関
連行為，集会所の運営行為，駐車場の建設 ・運営行為，
清掃行為のように，制度上居住者が担当する場合のみ居
住者が担当している行為である。このことから，これら
の行為は居住者が所有者から 「委託」を受けて担当して
いるといえる。 二つめには所有者が設定した制度上の担
当者が決まっていない行為である。多くの生活管理的行
為がこれにあたる。これらの行為は所有者からみれば管
理責任の範囲外であると考えられており，居住者として
の管理行為であると考えられている行為である。そのた
めに実際の共同生活上，これらの行為を居住者が担当し
ている。 三つめには建物等の保全，修繕，改善のために，
居住者が意見を緩めたり，情報を提供するという行為で
ある。これは居住者は現地に実際に住んでいて，所有者
よりも詳細に住宅状況等を知っているから，建物の維持
管理に協力しているのである。
③住宅の所有者は建物や設備を適正な状態に保ち，それ
らを適正に経営し，そこでの生活がうまくいくように方
向づけをしていくことが管理上の役割lである。一方，居
住者は，生活上のコント ロールや快適な近隣生活を行え
るようにしていくことが管理上の役割である。
このような役割の中で，所有者と居住者の実際の管理
行為の分担を決めている要因は大きく分けて次の3つで
あった。
一つには集合住宅の管理行為の性格である。住宅管理
には，現地で行い，緊急的か日常的に行っていかなけれ
ばならないものが多い。そういった緊急性や現地性の強
い行為は居住者の担当になる。また，住宅の管理行為に
は，建設当初には予想していなかった行為が生活の展開
の中から生まれてくることがある。それらの行為は担当
者の設定がなされていないから，居住者がそれらの行為
を担当している。 二つめには，所有者経営方針である。
つまり，所有者は管理行為を自ら行うこともあるが，な
るべくそれにかかかる手間と費用を少なくし，他に任せ
ようとする傾向がある。そのために，外郭団体等に委託
する場合もあるが，居住者に委託する傾向がある(居住
者への委託)。その理由はそのことによって費用の節約
がはかれるからである。また，現地の管理体制に対する
供給主体側の力の入れ方の違いが居住者担当行為の差と
なっていることがある。現地の管理担当者が手薄くなっ
ているところでは，実際には現地での対応、を必要とする
管理行為が多いために居住者が担当することが多くなっ
ている(現地の管理体制のあり方)。三つめには居住者
側の力量であるといえる。これは居住者側の力量として，
自治会活動が活発でまとまりがある場合は，居住者が多
くの行為を担当している。
⑤今年度は公的賃貸集合住宅を取り級った。そのために
明らかになった管理行為の担当者が公的住宅特有のもの
である可能性がある。今後は，さらに民間賃貸住宅を調
査した上で，住宅の所有者と居住者の管理分担状況を明
らかにしていく必要がある。また，今年度の居住者担当
状況の実態とは自治会活動の差，即ち居住者側の力量の
差を十分に考察することができなかった。今後の課題と
して居住者の主体的条件と管理分担状況の関係を明らか
にしていく必要がある。
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1 )住宅供給における需要者参加とは，巽和夫氏は「住
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宅供給プロセスの中で，住宅需要者の個別的要求を何
等かの方法と程度において反映させることであり，需
要者が特定の住宅プロジェクトへの入居者として現れ
る段階では 『入居者診加』であり，特定の住宅への入
居後は 『居住者多加』となるJ(需要者参加型住宅供
給の基礎研究大阪府建築部・大阪府住宅供給公社 1
989年3月P.19)と述べている。このように 「需要者
参加」とは 「居住者参加」より広い概念をさす。
2)延藤安弘 居住者参加型集合住宅管理に関する比較
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大阪府住宅供給公社 1989年3月
4)具体的事例として大阪府営住宅の駐車易管理の見直
しについて 1988年10月31日 朝日新聞
5)神谷宏治 賃貸集合住宅におけるコーポラティプ方
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会 民間マンションの管理に関する研究 1980年11月
・扇田信也 居住環境の経営 ・管理システムに関する
研究 1980年3月
・梶浦恒男 平田陽子分譲共同住宅の管理行為に関
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Summary 
This is a study on the allotment of management role between the owner and inhabitants in the public rental apart-
ment housings. As a result of the study， we can point out the folowing things. 
1. The inhabitants are entrusted management works for common fac出ties，meeting room and parking，and cleaning 
of co町lmonspaces 
2. The inhabitants cooporate to maintain their apartment with the owner. 
3. Usually， the owners aren't in charge of the works for community life control. The inhabitants are in charge of these 
works. And the only work for community life control that the owner does is to extablish the house rule. 
4. In fact， the inhabitants do many works at the management role of the publicrental aprtments by the imperfection 
of management system， the characters of housing management and their ability. 
(15) 
